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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第124期 第125期 第126期 第127期 第128期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

(1）連結経営指標等      

売上高（千円） 593,628 621,282 551,795 1,507,608 1,541,368

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△246,108 △110,700 △156,809 △26,913 29,060

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
△451,718 69,068 △140,398 △23,976 1,803

純資産額（千円） 750,041 1,116,814 965,992 2,794,408 3,245,947

総資産額（千円） 1,265,284 1,352,556 1,182,388 3,145,686 3,681,470

１株当たり純資産額（円） 15.10 20.14 17.42 39.02 45.62

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）（円）

△9.36 1.27 △2.53 △0.40 0.03

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ 1.25 － － －

自己資本比率（％） 59.3 82.6 81.7 83.3 88.2

自己資本利益率（％） － 7.4 － － 0.1

株価収益率（倍） － 46.3 － － 2,822.9

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△123,871 △204,561 △160,044 127,820 △456,446

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
99,053 713,213 △5,670 △1,141,678 △138,179

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△19,231 △302 △117 1,852,392 449,574

現金及び現金同等物の期末

残高（千円）
291,168 799,519 633,686 1,472,220 1,327,168

従業員数

（ほか、平均臨時雇用者数）

（名）

29

(13)

31

(13)

34

(11)

46

(11)

41

(16)
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回次 第124期 第125期 第126期 第127期 第128期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

(2）提出会社の経営指標等      

売上高（千円） 557,078 621,282 551,795 1,506,712 1,174,291

経常利益又は経常損失(△)

（千円）
△126,948 20,945 △138,844 3,258 95,711

当期純利益又は当期純損失

（△)（千円）
△520,202 18,169 △136,735 6,163 56,156

資本金（千円） 1,925,225 2,070,225 2,070,225 2,912,825 3,224,825

発行済株式総数（千株） 49,677 55,477 55,477 67,177 71,177

純資産額（千円） 750,670 1,058,537 921,684 2,780,240 3,285,971

総資産額（千円） 1,243,317 1,262,630 1,137,110 3,098,018 3,724,944

１株当たり純資産額（円） 15.12 19.09 16.62 38.81 46.18

１株当たり配当額

（１株当たり中間配当額）

（円）

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）（円）

△10.78 0.34 △2.47 0.10 0.81

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ 0.33 － 0.10 －

自己資本比率（％） 60.4 83.8 81.1 84.1 88.2

自己資本利益率（％） － 2.0 － 0.3 1.9

株価収益率（倍） － 176.1 － 1,765.0 90.7

配当性向（％） － － － － －

従業員数

（ほか、平均臨時雇用者数）

（名）

13

(1)

15

(1)

16

(1)

21

(1)

20

(0)

　（注）１．売上高には、消費税等が含まれておりません。

２．第124期及び第127期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

３．第126期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

４．第127期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

５．第128期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【沿革】

昭和元年12月 岩井盛次が京都市中京区西ノ京春日町16番地において、日本レース㈱を設立。

刺繍レースの生産を開始。

昭和24年６月 京都証券取引所に上場。

昭和24年７月 東京証券取引所に上場。

昭和25年12月 大阪証券取引所に上場。

昭和32年３月 新日本レース㈱を設立。

刺繍レースの生産を開始。

昭和41年９月 堅田レース㈱を設立（近江レース㈱に社名変更後、現在、㈱エレナ）。

刺繍レースの生産を開始。

昭和42年２月 京都レース㈱（京都デベロッパー㈱に社名変更）の営業部門を吸収。

昭和48年４月 湖北日本レース㈱を設立。

刺繍レースの生産を開始。

昭和51年10月 ㈱絵麗奈を設立。（㈱モンプレーヌに社名変更後、現在、㈱ラフィネ）。

当初、繊維製品の販売を開始、その後、化粧品の生産を開始。

昭和53年４月 京都デベロッパー㈱並びに新日本レース㈱を吸収合併。

昭和55年12月 ㈱モンプレーヌ（現在、㈱ラフィネ）で生産した化粧品の販売を開始。

平成７年１月 青島華美機繍有限公司（中国）との合弁会社青島華日機繍有限公司（中国）を設立。

平成13年10月 エコナック株式会社に社名を変更。

本店登記を東京都中央区日本橋堀留町一丁目７番７号に移転。

平成15年１月 ネスティー㈱を設立。

きのこ類の菌床の輸入販売を開始。

平成18年７月 不動産部を設置し、不動産事業を開始。

平成18年８月 ㈱エレナの本店登記を東京都中央区日本橋堀留町一丁目７番７号に移転。

化粧品・雑貨の販売を開始。

平成19年４月 ㈱ラフィネの本店登記を滋賀県草津市野路東三丁目７番31号に移転。

平成20年１月 湖北日本レース㈱から日本レース㈱に社名変更。

本店登記を滋賀県守山市小浜町793番地に移転。
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３【事業の内容】

　当社の企業集団は、当社、子会社４社（いずれも当社100％出資）で構成され、刺繍レースと化粧品の製造販売及び不

動産の売買・賃貸・仲介、駐車場運営並びにインターネット販売を中心として事業活動を行っております。

繊維事業：当社が主に日本レース㈱で仕入れた刺繍レースを販売しております。

化粧品事業：当社が主に㈱ラフィネで製造した化粧品、医薬部外品等を仕入れて販売しております。

　        　㈱エレナが、化粧品、雑貨を仕入れて販売しております。

不動産事業：当社がテナントビルの賃貸、不動産の売買・仲介、駐車場の運営（時間貸し）を行っております。

　　　　　　㈱エレナが、不動産の売買・仲介を行っております。

インターネット販売事業：当連結会計年度から、㈱エレナが家電製品等のインターネット販売を行っておりま

す。

　各事業の系統図は、下記のとおりであります。

　

EDINET提出書類

エコナック株式会社(E00576)

有価証券報告書

 5/69



４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
（千円）

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有割
合（％）

関係内容

役員の兼任等
営業上の取引 設備の賃貸借

役員 従業員

（連結子会社）         

㈱ラフィネ
滋賀県草津

市
70,000 化粧品 100

当社から

３名兼任

当社から

１名兼任

同社の製品の

仕入

当社から機械

賃貸

日本レース㈱
滋賀県守山

市
40,000 繊維 100

当社から

２名兼任

当社から

２名兼任
製品の仕入

当社から建物

土地賃貸

㈱エレナ
東京都千代

田区
40,000

インター

ネット販売
100

当社から

２名兼任
－ － －

ネスティー㈱
京都市中京

区
30,000

消去又は全

社
100

当社から

２名兼任

当社から

２名兼任
－ －

　（注）１．「主な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．連結子会社のうち、㈱ラフィネ及び日本レース㈱は、特定子会社に該当しております。

なお、日本レース㈱は、湖北日本レース㈱から名称を変更しております。

３．連結子会社の議決権に対する所有割合については、すべて提出会社の直接保有であります。

４．連結子会社は、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。

５【従業員の状況】

(1）連結会社における状況

　 平成20年３月31日現在

区分 繊維 化粧品 不動産
インターネット

販売
消去又は全社 計

従業員数（名）
8

(3)

21

(12)

1

　　　　(－）

2

　　　　(－）

9

　　　　(－）

41

(16)

　（注）１．従業員の区分の方法は、事業の種類別セグメントと同一であります。

２．従業員数は就業人員であり、（　）内の数字は、臨時従業員の年間平均雇用人員を外数で表示しております。

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ５名減少しておりますが、主に自己都合退職によるものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

20

(0)
45.8 17.3 4,133

　（注）１．従業員数は就業人員であり、（　）内の数字は、臨時従業員の年間平均雇用人員を外数で表示しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員の定年は、満60歳です。なお、定年退職した者が希望する場合は、定年退職日の翌日から満65歳まで、再

雇用を行います。

　　ただし、平成25年３月31日までは、再雇用年月に応じて満62歳から満64歳まで段階的に再雇用を行います。

(3）労働組合の状況

　連結子会社においては、労働組合は結成されていませんが、穏健な労使関係を維持しております。また、提出会社の

労働組合の状況は、次のとおりであります。

名称  エコナック職員労働組合

組合員数 20名

労使関係 穏健な労使関係を維持しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業の設備投資の増加、雇用環境の改善により景気回復基調ではありま

したが、後半は国際的金融不安や原油価格の高騰により先行き不透明な状況で推移いたしました。　

 このような経営環境のもと、当社グループのレース事業におきましては、レース素材がファッショントレンドか

ら外れ、近年にない厳しい市況の中、受注が減少し、前期売上高を大幅に下回りました。このような状況の中、新たな

繊維部門の構築を目指して、平成20年１月に機構改革及び拠点の統合を行い、当社グループのレース事業を繊維事

業と改め、当社の製造子会社である湖北日本レース株式会社の本社を当社の当該事業の拠点である滋賀県守山市に

移転するとともに当該子会社の商号を日本レース株式会社に商号変更いたしました。なお、これに伴いレース製造

工場である湖北工場は、平成20年２月に操業を停止し、３月末日で閉鎖いたしました。

 一方、化粧品事業におきましては、子会社である株式会社ラフィネの化粧品工場を平成19年４月に滋賀県草津市

に移転し、５月から操業を開始いたしました。その間、生産を一時休止せざるを得ない状況ではありましたが、移転

後におきましてはこれを吸収すべく、製造効率の向上を図り、従業員のスキルアップ及び営業人員の増員による受

注活動の強化に努めてまいりました。このような状況の中、当社オリジナルブランドのエコナージュシリーズにお

いて、理美容業界向けの商品を新発売することができ、化粧品事業の当連結会計年度の売上高は前連結会計年度を

上回ることができました。

 不動産事業におきましては、新宿の駐車場及び西麻布ビルのテナント収益が着実に実績を上げ売上を確保するこ

とができました。また、新株予約権の行使による資金調達により購入した販売用不動産物件を一部売却し、子会社の

株式会社エレナにおいて新たに開始した不動産事業の売上も含め、当社グループの収益事業として黒字化に大きく

貢献いたしました。

　また、当連結会計年度において、子会社である株式会社エレナ及び株式会社ラフィネ並びに日本レース株式会社そ

れぞれにおいて増資を実施し、財務基盤の強化及び運転資金の充実を図りました。株式会社エレナにおきましては、

平成19年９月から家電製品等のインターネット販売を開始いたしました。

　以上の結果、当連結会計年度の当社グループの売上高は1,541,368千円（前連結会計年度比2.2％の増）となりまし

た。損益面におきましては、経常利益は29,060千円（前連結会計年度経常損失26,913千円）となり、当期純利益は

1,803千円（前連結会計年度当期純損失23,976千円）となり、所期の目標どおり経常利益、当期純利益ともに黒字転

換することができました。

①　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

＜繊維事業＞

当事業では、女性向けアウターウェア用刺繍レースの製造販売を中心に営業活動を展開しておりますが、国内

でのテキスタイル素材の調達量が激減し、国内生地問屋は撤退、縮小と衰退する厳しい市場環境の中、当社グルー

プといたしましては販路拡大策として既存取引先の再構築や、新規開拓に取り組み、春夏物企画における綿レー

ス等の企画定番商品のサンプルを例年より早く作成し、販促活動を行い、迅速な対応に努めるなどの営業活動を

展開いたしましたが、企画定番商品である綿レースの引き合いが減少し苦戦を余儀なくされました。

　その結果、当事業の売上高は164,744千円（前連結会計年度比44.1％の減）となりました。

＜化粧品事業＞

子会社である株式会社ラフィネが化粧品及び医薬部外品のＯＥＭ製造を行い、当社が販売を行う当事業では、

新化粧品工場の完成に伴い、生産管理・品質管理体制の強化、安全衛生管理の徹底、従業員のスキルアップにより

製造の安定化に取り組みました。商品といたしましては、洗顔料、シャンプー、リンス、クリーム、化粧石鹸、化粧

水、美容液、歯磨、ファンデーション、育毛剤、業務用頭髪関係商品等をインターネット販売、通信販売、会員向け販

売、理美容業界向け、ドラッグストア、配置薬業界、エステサロン等に出荷いたしました。

　また、当社オリジナルブランド商品といたしまして、表参道や青山、代官山に美容室を展開するカリスマ美容師

「ＺＡＣＣ」高橋和義代表に協力を得て開発した、美容室向け技術商品「エコナージュ　プロフェッショナル　ヘ

アコンディショナー」を発売し、当事業の売上拡大に貢献いたしました。

　その結果、当事業の売上高は383,280千円（前連結会計年度比18.0％の増）と伸張させることができました。

＜不動産事業＞

平成18年７月から開始いたしました不動産事業におきましては、駐車場（東京都新宿区歌舞伎町）の運営収入

及び西麻布ビル（東京都港区西麻布）のテナント収入が着実に実績を上げるとともに当社及び子会社の株式会

社エレナにおける販売用不動産の売却等により、当事業の売上高は822,548千円（前連結会計年度比7.3％の減）

となりました。
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＜インターネット販売事業＞

子会社である株式会社エレナにおきまして、平成19年９月からインターネット販売を開始し、家電製品等の販

売により、当事業年度の売上は170,795千円となりました。

　

　（注）上記の金額には、消費税等が含まれておりません。

　

②　所在地別セグメントの業績は、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載して

おりません。

(2）キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動、投資活動にお

いて減少し、財務活動における増加額を上回り前連結会計年度末に比べ145,051千円の減少となり、当連結会計年度

末には1,327,168千円となりました。

　当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は、456,446千円（前連結会計年度比584,267千円の使用資金の増加）となりました。

　これは税金等調整前当期純損失を3,295千円（前連結会計年度は21,785千円の純損失）を計上し、たな卸資産が

601,327千円増加したことなどによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、138,179千円（前連結会計年度比1,003,499千円の使用資金の減少）となりました。

　これは主に有形固定資産の取得に84,978千円、投資有価証券の取得に40,998千円を使用したこと及び差入保証金の

支払いとして24,521千円使用したものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は、449,574千円（前連結会計年度比1,402,818千円の獲得資金の減少）となりました。

　これは主に新株予約権の行使における資金を受け入れたことによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績等

(イ)生産実績

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円） 前年同期比（％）

繊維 38,069 82.0

化粧品 273,638 139.2

計 311,708 128.3

　（注）１．レースは、当社の加工指図により連結子会社日本レース㈱が生産したものであります。

２．化粧品は、当社の加工指図により連結子会社㈱ラフィネが生産したものであります。

３．上記の金額は、生産価格によって表示しております。

４．上記の金額には、消費税等が含まれておりません。

(ロ)仕入実績

事業の種類別セグメントの名称 仕入高（千円） 前年同期比（％）

繊維 111,058 55.9

化粧品 28,059 272.6

不動産 473,986 65.9

インターネット販売 167,882 －

計 780,986 84.1

　（注）１．レースは、当社の加工指図により生産したものを、外注業者から仕入しております。

２．上記の金額は、仕入価格によって表示しております。

３．上記の金額には、消費税等が含まれておりません。

(2）受注実績

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

繊維 165,044 64.5 12,420 102.5

化粧品 387,559 122.3 21,329 125.1

不動産 822,548 92.6 － －

インターネット販売 170,795 － － －

計 1,545,947 105.8 33,749 115.7

　（注）　上記の金額には、消費税等が含まれておりません。
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(3）販売実績

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％）

繊維 164,744 55.9

化粧品 383,280 118.4

不動産 822,548 －

インターネット販売 170,795 －

計 1,541,368 249.2

　（注）１．上記の金額には、消費税等が含まれておりません。

２．最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、下記

のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

中央興産㈱ － － 375,187 24.3

レオナルズ・プロパティーズ・

リミテッド
731,773 48.5 － －

吉忠東京ロマン㈱ 61,688 4.1 18,229 1.2
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３【対処すべき課題】

　今後の見通しにつきましては、当社グループの繊維事業を取り巻く環境は、市場がレース離れの傾向にあって非常に

厳しい状況の中、企画商品を中心に新規取引先の開拓を行い、企画・提案を積極的に行い、さらに、当社の長い歴史の

中で所有する豊富なサンプルを活かして取引先のオリジナル企画として高級志向のレースを商品化するなど販路を

開拓してまいります。また、レース事業の継続と繊維事業の販路拡大を目指した営業活動により、新たな繊維事業の構

築のために努力をしてまいります。 

　化粧品事業におきましては、営業力強化及び生産体制の効率化により現状のＯＥＭ既存取引先のシェアの拡大及び

新規取引先の拡大を目指して、さらなる努力をしてまいります。また、自社開発商品の拡販により、大手メーカーとの

協力体制と安定受注の構築を目指してまいります。

　不動産事業におきましては、駐車場の稼働率の向上と西麻布ビルの賃貸により、引き続き安定した収入を確保してお

り、販売用不動産物件の売買も加え、今後も着実に全社的収益に貢献していくものと確信いたしております。

　さらに、子会社である株式会社エレナの新規事業におきましては、過去の経営感覚にとらわれず、新分野へ果敢に挑

戦し、収益源となり得る事業については積極的に取り組んでまいります。

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

　

 （１）製造物責任について

当社グループは、所定の品質管理基準を遵守し化粧品等の製品を国内で生産しており、製造物賠償責任保険にも

加入しておりますが、予測できない原因により製品事故が発生した場合、賠償等多額の費用負担により当社グルー

プの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

（２）消費者ニーズの変化について

当社グループの繊維事業につきましては、主にアパレルメーカーや繊維商社等からの受注生産を行っているた

め、個人消費の動向やファッションの流れにより受注量に影響を受ける可能性があり、当社グループの業績及び財

務状況に影響を及ぼす可能性があります。

（３）顧客企業の業績変動に伴うリスクについて

当社グループの化粧品事業の売上につきましては、そのほとんどをＯＥＭ受注により確保されており、顧客企業

の業績変動による発注量の減少に伴い収益が変動する可能性があります。

（４）自然災害等の影響について

　当社グループの化粧品事業につきましては、生産量のほとんどを子会社が運営する製造工場に依存しており、一

方、不動産事業におきましては駐車場施設の運営管理や賃貸ビルによるテナント収入を得ており、これら施設は定

期的な検査等保全策を実施しておりますが、地震等の自然災害や火災あるいはテロなどの不法行為により、建物及

び製造設備に被害を被った場合は、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

（５）新規事業について

　当社グループは、収益力のある新規事業の導入、業務提携あるいは企業買収などにより、業容の拡大を図ってまい

りますが、これらの展開状況が当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

エコナック株式会社(E00576)

有価証券報告書

11/69



７【財政状態及び経営成績の分析】

　当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

（１）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成に当たりましては、当社グループの繊維事業、化粧品事業、不動産事業及び

インターネット販売事業から形成されております。

（２）当連結会計年度の経営成績の分析

　当社グループの当連結会計年度の売上高は1,541,368千円（前連結会計年度比2.2％の増）となりました。損益面

におきましては、経常利益29,060千円（前連結会計年度経常損失26,913千円）を、当期純利益1,803千円（前連結会

計年度当期純損失23,976千円）を計上いたしました。

　繊維事業では、企画定番商品である綿レースの引き合いが減少し、売上高は164,744千円（前連結会計年度比

44.1％の減）となりました。

　化粧品事業では生産管理・品質管理体制の強化、安全衛生管理の徹底、従業員のスキルアップにより製造の安定

化に取り組み、その結果、売上高は383,280千円（前連結会計年度比18.0％の増）となりました。

　不動産事業では、駐車場の運営収入及び西麻布ビルの賃貸ビルのテナント収入に加え、当社及び子会社の株式会

社エレナにおける販売用不動産の売却等により、売上高は822,548千円（前連結会計年度比7.3％の減）となりま

した。

　子会社である株式会社エレナにおきまして、平成19年９月からインターネット販売を開始し、家電製品等の販売

により、当事業の売上高は170,795千円となりました。

（３）資本の財源と資金の流動性について

　当社グループにおきましては、当連結会計年度において新株予約権の行使による資金を受入れし、たな卸資産等

に使用した結果、前連結会計年度に比べ資金は145,051千円減少しております。

(４）経営戦略の現状と見通し

　当社グループといたしましては、繊維事業における営業段階での黒字回復が喫緊課題となっており、市場の情報

収集と分析を行い、売上高の拡大、高付加価値商品の企画による利益率向上あるいは営業の効率化等の施策を推

し進めてまいります。

　一方、化粧品事業におきましては、新工場における製造設備の増設、営業要員の増強、自社ブランド商品の提供等

により生産量の拡大を図り、当社グループの基幹事業にすべく早期確立を目指してまいります。

　不動産事業におきましては、継続して駐車場施設の運営、賃貸ビルによるテナント収益の確保等営業活動により

内部資金を確保し、経営の安定化に寄与できる事業となり、更なる業容の拡大を図ってまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は106,694千円であります。

　その主なものは、子会社である株式会社ラフィネに貸与している製造設備の48,914千円、同社の新工場に係る設備・

什器備品等26,642千円、製造設備の増設及び機械装置の追加取得9,172千円、子会社である株式会社エレナの新規事業

に係る什器備品等の取得費用12,615千円であります。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社
　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（千円）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

工具器具及
び備品

土地
（面積㎡）

合計
従業員数
（名）

東京本社

東京都中央区

繊維

化粧品

不動産

消去又は全社

事務所 44,237 － 661
1,051,752

　（861）
1,096,652

5

　（－）

京都本社

京都市中京区

繊維

化粧品

消去又は全社

事務所 21,620 23 1,444
152,578

（7,479）
175,666

11

　（－）

繊維事業部

滋賀県守山市
繊維

事務所

　
8,193 1,014 1,374

42,803

　（2,709)
53,386

4

  　(1)

　（注）１．東京本社の事務所は、連結会社以外からの賃借設備であり、「建物及び構築物」には、賃借設備の造作費を含

んでおります。なお、西麻布ビルの帳簿価額は、「建物及び構築物」及び「土地」に含んでおります。

２．京都本社の事務所は、連結会社以外からの賃借設備であり、「建物及び構築物」は賃借設備の造作費であり

ます。

    なお、「建物及び構築物」のうち遊休資産が16,848千円及び「土地」のうち遊休資産が152,578千円（7,479

㎡）含まれております。

３．従業員数は就業人員であり、（　）内の数字は、臨時従業員の年間平均雇用人員を外数で表示しております。

４．上記の金額には、消費税等が含まれておりません。

(2）国内子会社
　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（千円）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

工具器具及
び備品

土地
（面積㎡）

合計
従業員数
（名）

㈱ラフィネ

滋賀県草津市
化粧品 化粧品製造設備 13,045 56,472 8,478 － 77,997

17

(12)

日本レース㈱

滋賀県守山市
繊維 事務所 － － － － －

1

　　(-）

㈱エレナ

東京都千代田区

インターネッ

ト販売

コンピューター

関連機器
370 582 3,127 － 4,080

3

　（-）

　（注）１．㈱ラフィネの「機械装置及び運搬具」及び「工具器具及び備品」の一部には、当社より賃貸している設備が

含まれております。

　　　　２．日本レース㈱は、平成20年４月１日から滋賀県守山市の当社設備を利用して業務を行います。

３．従業員数は就業人員であり、（　）内の数字は、臨時従業員の年間平均雇用人員を外数で表示しております。

４．上記の金額には、消費税等が含まれておりません。

３【設備の新設、除却等の計画】

　　重要な設備の新設及び除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 71,177,466 71,177,466

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

株主として権

利内容に制限

のない、標準と

なる株式

計 71,177,466 71,177,466 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

         該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成15年４月１日

～

平成16年３月31日

（注１）

2,800 49,677 70,000 1,925,225 70,000 739,616

平成16年４月１日

～

平成17年３月31日

（注１）

5,800 55,477 145,000 2,070,225 145,000 884,616

平成17年４月１日

～

平成18年３月31日

（注２）

－ 55,477 － 2,070,225 △884,616 －

平成18年４月１日

～

平成19年３月31日

（注３）

11,700 67,177 842,600 2,912,825 835,600 835,600

平成19年４月１日

～

平成20年３月31日

（注４）

4,000 71,177 312,000 3,224,825 312,000 1,147,600

　（注）１．転換社債の株式転換による増加であります。

２．資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。

３．第三者割当増資及び新株予約権の行使によるものであります。

 
発行済株式総数の
増加（千株）

資本金の増加
（千円）

資本準備金の増加 
（千円）  

有償・第三者割当増資

平成18年９月28日付

払込金額　１株につき135円 

7,000 476,000 469,000

新株予約権の行使 4,700 366,600 366,600

４．新株予約権の行使による増加であります。

５．平成20年６月27日開催の定時株主総会において、資本準備金を1,147,600千円減少して欠損てん補することを

決議しております。
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数 1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 21 30 45 22 3 3,523 3,644 －

所有株式数

（単元）
－ 2,959 2,440 28,041 1,693 16 35,982 71,131 46,466

所有株式数の

割合（％）
－ 4.16 3.43 39.42 2.38 0.02 50.59 100.00 －

　（注）１．自己株式23,863株は「個人その他」に23単元、「単元未満株式の状況」に863株含まれております。

２．上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が263単元含まれております。

（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社トーテム 東京都港区南青山７丁目８－４ 7,553 10.61

株式会社ケプラム 東京都新宿区歌舞伎町１丁目１－４ 5,000 7.02

木村澄子 広島市中区 3,070 4.31

有限会社ＮＡＣ 東京都港区南青山７丁目８－４ 2,298 3.23

株式会社船カンショートコース 千葉県白井市神々廻１９０４－２ 2,000 2.81

有限会社ＹＯＣ 東京都千代田区一番町２０－６－２０３ 1,500 2.11

有限会社ＭＢＬ 東京都港区南麻布一丁目６番３１－１０１号 1,500 2.11

株式会社ＢＥＣ 東京都港区南麻布１丁目６－３１－１０３　 1,256 1.76

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 1,213 1.70

株式会社広共 東京都千代田区一番町２０－６－２０３ 1,120 1.57

計 － 26,510 37.24

　（注）木村澄子、有限会社ＮＡＣ、有限会社ＹＯＣ、株式会社ＢＥＣ及びその共同保有者である株式会社トーテムから、平

成19年８月28日付で大量保有変更報告書が提出されておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所

有株数の確認ができないため、平成20年３月31日現在の株主名簿に基づき記載しております。その大量保有変更

報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 保有株券等の数（株）
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

木村澄子 3,804,000 5.34

有限会社ＮＡＣ 2,447,000 3.44

有限会社ＹＯＣ 1,643,000 2.31

株式会社ＢＥＣ 1,388,000 1.95

株式会社広共 1,885,000 2.65
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

株主として権利内容に

制限のない、標準とな

る株式普通株式 23,000

完全議決権株式（その他）
普通株式 

　　　　
71,108,000 70,845 同上

単元未満株式 普通株式 46,466 － 同上

発行済株式総数 71,177,466 － －

総株主の議決権 － 70,845 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が263,000株含まれております。

なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数263個が含まれておりません。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式数に
対する所有株式
数の割合（％）

（自己保有株式）

エコナック株式会社

東京都中央区日本橋堀

留町１丁目７番７号
23,000 － 23,000 0.03

計 － 23,000 － 23,000 0.03

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

エコナック株式会社(E00576)

有価証券報告書

17/69



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　 該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第7号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 952 125

当期間における取得自己株式 400 29

 （注）当期間における取得自己株式には、平成20年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによ

る株式数は含めておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
― ― ― ―

その他

（単元未満株主の売渡請求による売渡）
― ― ― ―

保有自己株式数 23,863 ― 24,263 ―

 （注）当期間における保有自己株式数には、平成20年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。
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３【配当政策】

　　利益配分に関する基本方針につきましては、株主に対する利益還元が会社の重要課題のひとつとして認識いたして

おります。しかしながら当面は累積損失の解消を課題とし、将来の利益配分に関する考え方としては、化粧品事業及

び不動産事業を中心とした事業展開と企業体質の強化のための投資を総合的に勘案しながら、配当可能利益の確保

に努めてまいります。

　また、当社は、剰余金の配当の決定機関を株主総会としており、年１回の期末配当制度をとっておりますが、当事業

年度の財務状況により、当事業年度及び次事業年度の配当につきましては誠に遺憾ながら無配を継続させていただ

きます。

 　 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第124期 第125期 第126期 第127期 第128期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 89 70 242 247 191

最低（円） 28 43 52 121 52

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 125 111 93 81 111 91

最低（円） 104 81 82 52 57 66

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

 取締役会長  川 崎　善 久 昭和21年11月28日生

平成７年２月 日立冷熱㈱四国支店サービスセン

ター長

平成９年２月 同社退社

平成９年６月 当社取締役

平成10年６月 湖北日本レース㈱（現日本レース

㈱）取締役

　 ㈱エレナ代表取締役社長

 当社代表取締役社長

平成11年11月 ㈱ラフィネ代表取締役社長

平成15年８月 ネスティー㈱代表取締役社長

平成16年６月 ㈱ラフィネ取締役

平成18年６月 当社代表取締役会長

平成19年５月 ㈱ラフィネ代表取締役会長

平成19年７月 ㈱ラフィネ代表取締役社長

（現在）

平成20年６月 当社取締役会長（現在）

平成20年

６月から

２年

 10

 取締役社長

(代表取締役)

営業本部長兼

不動産事業部

長

奥 村　英 夫 昭和21年11月４日生

平成７年４月 ㈱渡綜合計画取締役

平成13年７月 ㈲ネオ・コーポレーション（現㈲

ＮＡＣ）代表取締役

平成15年10月 ㈱明星コーポレーション（現㈱

トーテム）代表取締役

平成17年７月 ㈱プラン代表取締役

平成18年２月 当社顧問 

平成18年６月 当社代表取締役社長営業本部長

平成18年10月 当社代表取締役社長営業本部長

兼不動産事業部長（現在）

　 ㈱ラフィネ代表取締役社長

平成19年５月 湖北日本レース㈱（現日本レース

㈱）取締役

平成19年７月 ㈱ラフィネ取締役

同上  332

 常務取締役 管理本部長 國 松　保 弘 昭和21年10月29日生

昭和42年２月 当社入社

平成10年５月 当社経理部長

平成10年６月 湖北日本レース㈱（現日本レース

㈱）代表取締役社長

 当社取締役

平成11年11月 湖北日本レース㈱（現日本レース

㈱）取締役

平成14年12月 ㈱ラフィネ取締役

平成15年１月 ネスティー㈱取締役

平成18年６月 当社常務取締役管理本部長

平成18年10月 当社常務取締役管理担当

平成19年５月 ネスティー㈱代表取締役社長

（現在）

平成19年６月 当社常務取締役管理本部長

（現在）

平成20年１月 日本レース㈱代表取締役社長（現

在）

同上 ３

 取締役  萩野谷　敏 裕 昭和26年４月12日生

平成５年５月 野村證券㈱海外プロジェクト室業

務課長

平成８年10月 同社退社

平成９年６月 萩商事㈱取締役 

平成11年12月 ㈱アーキ・ボックス代表取締役

（現在） 

平成15年６月 萩商事㈱代表取締役

平成18年６月 当社取締役（現在)

同上  －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

 取締役  大 島　英 俊 昭和10年１月３日生

平成７年３月 ㈱ヒルクレストゴルフクラブ代表

取締役

平成16年６月 同社退社

平成16年６月 ユニオン光学㈱監査役

平成17年２月 ㈱船橋カントリー倶楽部

代表取締役（現在）

平成17年２月 ㈱船カンショートコース

代表取締役（現在）

平成18年３月 ユニオン光学㈱退社

平成19年６月 当社取締役（現在）

平成20年５月 ㈱エレナ取締役（現在）

平成20年

６月から

２年

  －

 取締役  瀨 川　信 雄 昭和51年５月29日生

平成12年４月 ディックファイナンス㈱（現CFJ

㈱）入社

平成18年５月 同社退社

平成18年10月 当社入社

平成19年７月 ㈱エレナ転籍

平成20年１月 ㈱エレナ取締役

平成20年５月 ㈱エレナ代表取締役（現在）

平成20年６月 当社取締役（現在）

同上   －

 常勤監査役  一 井　隆 夫 昭和26年６月24日生

昭和49年３月 当社入社

平成12年４月 当社総務部長

平成13年６月 当社取締役

平成15年１月 ネスティー㈱取締役

平成16年４月 ㈱ラフィネ取締役

平成18年10月 当社取締役管理本部長

平成19年５月 ㈱ラフィネ監査役（現在）

　 湖北日本レース㈱（現日本レース

㈱）監査役（現在）

　 ㈱エレナ監査役

　 ネスティー㈱監査役（現在）

平成19年６月 当社監査役（常勤）（現在）

平成19年

６月から

４年

２

 監査役  髙 橋　幸 雄 昭和18年５月14日生 

平成11年４月 アドアーズ㈱監査役

平成12年６月 同社退社

平成14年６月 ㈱伊豆シャボテン公園監査役

平成16年12月 同社退社

平成17年１月 ユニオン光学㈱監査役

平成17年２月 ㈱船橋カントリー倶楽部監査役

（現在）

平成17年２月 ㈱船カンショートコース監査役

（現在）

平成18年３月 ユニオン光学㈱退社

平成19年６月 当社監査役（現在）

平成20年１月 ㈱エレナ監査役（現在）

 同上  －

 監査役  小田島　　章 昭和26年１月14日生

平成11年４月 弁護士登録（東京弁護士会所属）

（現在）

平成11年４月 天坂法律事務所入所

平成11年10月 小田島法律事務所開設（現在）

平成19年６月 当社監査役（現在）

 同上  －

    計  347

　（注）　髙橋幸雄、小田島章の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は企業再構築及び収益力の強化を最重要課題としており、収益源の確保に向けて、慎重かつ積極的に取り組む

中で、取締役会の迅速な意思決定、経営の効率化、経営の透明性の確保により経営管理体制の充実を進め、企業価値を

高めることをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針としています。

  また、経営の透明性を高めるべく、投資者の投資判断に重要な影響を与える重要事実の発生時には、情報開示の速

報性と正確性を確保し、情報を迅速に公平に開示する体制を整えております。

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①会社の機関の内容

当社の取締役会は、当事業年度末においては取締役６名で構成いたしております。毎月１回定例の取締役会を開催

し、法令及び定款に定められた事項並びに重要な業務に関する事項を決議するとともに、当社の取締役相互の職務の

執行を監督しております。さらに随時、役員ミーティングを開催し重要な情報伝達を確実に行う体制を整備しており

ます。

また、当社は監査役制度を採用しており、監査役３名(うち社外監査役２名)で監査役会が構成されており毎月１回

監査役会を開催しております。各監査役は、監査役会で策定された監査の方針と計画に基づき、取締役の職務執行を

監査しております。また、取締役会には監査役全員が出席し、常勤監査役は、重要な会議および役員ミーティングに出

席し、業務の意志決定の推移及び業務執行状況について、法令及び定款に違反していないかの確認を行っておりま

す。

社外監査役に対するスタッフ配置状況については、専従スタッフはおりませんが、管理部がサポートをしておりま

す。なお、取締役と監査役が協議し必要と判断した場合は兼任のスタッフを置くこととし、その人事については、取締

役は、監査役の同意を得て行うこととしております。

②内部統制システム、リスク管理体制及びコンプライアンス体制の整備の状況

当社はコーポレート・ガバナンスの強化の一環として内部統制システムの整備を進めており、経理関係規程の整

備及び情報管理の徹底を行い、明確なルールに基づき業務を遂行しております。

弁護士・会計監査人等その他第三者の状況については、重要な法務的課題及びコンプライアンスに係る事象は外

部の弁護士に相談し、必要な検討を実施しております。また、会計監査人とは、通常の会計監査を受けるとともに、

ディスクロージャーの速報性と正確性を確保する観点から、重要な会計的課題について随時相談し検討を実施して

おります。

③内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

内部監査制度については、内部監査規程に基づき、内部監査員及び内部監査担当者により内部監査を実施し、監査

役監査・会計監査の相互連携により監査体制充実を図っております。

当社の会計監査業務はフロンティア監査法人により執行されており、監査業務を執行した公認会計士及び監査業

務の補助者は次のとおりであります。

  業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

  　藤井　幸雄　　フロンティア監査法人　　継続関与年数　８年

　  橋口　貢一　　フロンティア監査法人　　継続関与年数　１年

  監査業務に係る補助者の構成

  　公認会計士　２名、会計士補　１名、その他　４名

④役員報酬、監査報酬の内容

当事業年度において取締役（６名）に支払った報酬は36,600千円、監査役（３名）に支払った報酬は8,100千円で

あります。

　公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は12,000千円であり、その他の業

務に基づく報酬はありません。

⑤責任限定契約の内容

（会計監査人）

当社とフロンティア監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定

する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、当社の会計監査人として在職中に報酬及

び職務執行の対価として当社から受け、又は受けるべき財産上の利益の額の法令で定める事業年度の合計額に２を

乗じた額であり、法令が定める額を限度としております。

（社外取締役及び社外監査役）

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、定款に会社法第423条第１項の責任につき当社と社外取締役及び社
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外監査役との間で、損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨の定めを設けておりますが、現在のとこ

ろ社外取締役は選任しておらず、また社外監査役との当該契約は締結しておりません。

⑥定款の定め

（自己の株式の取得）

  当社は、自己株式の取得について、機動的な資本政策を遂行できるよう、会社法第165条第２項の規定により、取締

役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

（取締役の定数）

  当社の取締役は15名以内と定款に定めております。

（取締役の選任の決議要件）

  当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

（取締役及び監査役の責任免除）

  当社は、取締役及び監査役が積極的な意志決定と職責の遂行を可能にし、それぞれの期待される役割を十分に発

揮できるようにするため、取締役及び監査役の会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がない場

合は、取締役会の決議によって、法令の定める限度額の範囲内でその責任を免除することができる旨を定款に定め

ております。

（特別決議要件の変更）

  株主総会の特別決議の定足数を緩和することにより株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に

定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の

３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

（３）社外取締役及び社外監査役と会社の人的関係、資本的関係または取引関係

当社は、社外取締役は選任しておりません。社外監査役２名は、それぞれ外部の有識経験者であり、第三者の立場か

ら当社の経営意思決定に対し、適時適切なアドバイスを受けております。また、当社と社外監査役との間に取引関係

はありません。

（４）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

平成19年9月26日開催の取締役会において、金融商品取引法に定める、適正な財務報告を確保するための内部統制

の構築、運営の基本方針を決議し、内部統制構築プロジェクトチームを結成し、重要課題として取り組んでおります。

  内部監査制度につきましては、内部監査規程に基づき全部門を対象に内部監査を計画的に実施し改善事項の指摘

・指導を行い、内部統制の向上に努めております。

　また、四半期開示及び決算発表の早期化を図るなど情報管理と適時開示体制の徹底を行い、コーポレート・ガバナ

ンスの充実を図っております。

（５）内部統制基本方針の取締役会決議

当社は、会社法に定める内部統制システムを整備するため、平成18年5月26日開催の取締役会において以下の項目

について基本方針を決議しております。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにその　　　

　使用人の取締役からの独立性に関する事項

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
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コーポレート・ガバナンス体制の図は次のとおりであります。

　

 （注）平成20年５月15日開催の取締役会において、内部監査を行う部署として内部監査室を設置する決議をしておりま

す。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、公認会計士藤

井幸雄氏並びに公認会計士土岐剛平氏により監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１

日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、フロンティア監査法人による監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  1,472,220   1,327,168  

２．受取手形及び売掛金 ※４　  162,772   150,427  

３．たな卸資産 　  46,244   647,572  

４．前渡金 　  1,680   7,680  

５．その他 　  10,734   24,833  

６．貸倒引当金 　  △12,058   △2,804  

流動資産合計 　  1,681,592 53.5  2,154,877 58.5

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 ※１　       

(1）建物及び構築物 ※５　  80,384   87,466  

(2）機械装置及び運搬具 　  20,164   58,094  

(3）工具器具及び備品 　  7,489   15,087  

(4）土地 ※2.6　 1,272,581   1,247,134  

(5）建設仮勘定 　  15,750   －  

有形固定資産合計 　  1,396,369 44.4  1,407,783 38.2

２．無形固定資産 　       

(1）電話加入権 　  2,074   2,086  

(2）ソフトウェア 　  2,191   7,215  

無形固定資産合計 　  4,265 0.1  9,302 0.3

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  50,669   72,091  

(2）破産更生債権等 　  2,479   8,260  

(3）その他 　  12,789   37,416  

(4）貸倒引当金 　  △2,479   △8,260  

投資その他の資産合計 　  63,458 2.0  109,507 3.0

固定資産合計 　  1,464,094 46.5  1,526,592 41.5

資産合計 　  3,145,686 100.0  3,681,470 100.0
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  前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 　  33,744   156,748  

２．未払金 　  41,423   40,659  

３．未払法人税等 　  9,927   12,708  

４．未払消費税等 　  8,078   110  

５．未払事業所税 　  476   －  

６．繰延税金負債 　  1,743   －  

７．賞与引当金 　  5,855   5,849  

８．その他 　  31,675   26,172  

流動負債合計 　  132,923 4.2  242,247 6.6

Ⅱ　固定負債 　       

１．再評価に係る繰延税金
負債 　  74,750   64,444  

２．退職給付引当金 　  25,044   11,306  

３．長期預り金 　  118,560   117,524  

固定負債合計 　  218,355 7.0  193,274 5.2

負債合計 　  351,278 11.2  435,522 11.8

        

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  2,912,825 92.6  3,224,825 87.6

２．資本剰余金 　  835,600 26.6  1,147,600 31.2

３．利益剰余金 　  △1,236,556 △39.3  △1,219,612 △33.1

４．自己株式 　  △1,579 △0.1  △1,704 △0.0

　　株主資本合計 　  2,510,290 79.8  3,151,109 85.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金 　  － －  161 0.0

２．土地再評価差額金 　  109,818 3.5  94,677 2.6

　　評価・換算差額等合計 　  109,818 3.5  94,838 2.6

Ⅲ　新株予約権 　  174,300 5.5  － －

純資産合計 　  2,794,408 88.8  3,245,947 88.2

負債純資産合計 　  3,145,686 100.0  3,681,470 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１．売上高 　 619,460   718,820   

２．不動産事業収益 　 888,148 1,507,608 100.0 822,548 1,541,368 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．売上原価 　 443,885   608,287   

２．不動産事業原価 　 719,055 1,162,940 77.1 473,986 1,082,273 70.2

売上総利益 　  344,667 22.9  459,095 29.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１.2
　
 366,457 24.3  430,148 27.9

営業損失(△)又は営業利
益

　  △21,789 △1.5  28,946 1.9

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 403   2,281   

２．受取配当金 　 122   116   

３．仕入割引 　 2,084   1,558   

４．製品保管料 　 2,408   2,870   

５．有償見本 　 7,455   2,175   

６．雑収入 　 7,195 19,670 1.3 7,090 16,091 1.0

Ⅴ　営業外費用 　       

１．株式交付費 　 17,269   5,984   

２．投資有価証券売却損 　 －   3,225   

３．有償見本費用 　 5,604   1,009   

４．投資事業組合損失 　 －   5,548   

５．雑損失 　 1,920 24,795 1.6 211 15,978 1.0

経常損失(△)又は経常利
益

　  △26,913 △1.8  29,060 1.9

Ⅵ　特別利益 　       

１．貸倒引当金戻入益 　 8,469   3,194   

２．固定資産売却益 　 －   1,009   

３．その他 　 － 8,469 0.6 190 4,394 0.3

Ⅶ　特別損失 　       

１. 固定資産売却損 　 －   103   

２．固定資産除却損 ※３　 454   1,609   

３．損害賠償金 ※４　 974   3,225   

４．事業所移転損失 ※５　 1,911   3,389   

５．工場閉鎖損失 ※６　 －   2,976   

６．減損損失 ※７　 － 3,340 0.2 25,447 36,750 2.4

税金等調整前当期純損
失

　  21,785 △1.5  3,295 △0.2

法人税、住民税及び事業
税

　 1,764   6,949   

法人税等調整額 　 426 2,191 △0.1 △12,049 △5,099 0.3

当期純損失(△）又は当
期純利益

　  △23,976 △1.6  1,803 0.1
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　             (千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日　残高 2,070,225 － △1,212,579 △1,471 856,174

連結会計年度中の変動額      

新株の発行(第三者割当増資) 476,000 469,000 － － 945,000

新株の発行(新株予約権の行使) 366,600 366,600 － － 733,200

当期純損失 － － △23,976 － △23,976

自己株式の取得 － － － △107 △107

新株予約権の発行 － － － － －

連結会計年度中の変動額合計 842,600 835,600 △23,976 △107 1,654,115

平成19年3月31日　残高 2,912,825 835,600 △1,236,556 △1,579 2,510,290

 
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
土地再評価差額金 

平成18年3月31日　残高 109,818 － 965,992

連結会計年度中の変動額    

新株の発行(第三者割当増資) － － 945,000

新株の発行(新株予約権の行使) － △98,700 634,500

当期純損失 － － △23,976

自己株式の取得 － － △107

新株予約権の発行 － 273,000 273,000

連結会計年度中の変動額合計 － 174,300 1,828,415

平成19年3月31日　残高 109,818 174,300 2,794,408

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　         　　  （千円）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年3月31日　残高 2,912,825 835,600 △1,236,556 △1,579 2,510,290

連結会計年度中の変動額      

新株の発行(新株予約権の行使) 312,000 312,000 － － 624,000

当期純利益 － － 1,803 － 1,803

自己株式の取得 － － － △125 △125

土地再評価差額金取崩額 － － 15,140 － 15,140

新株予約権の消却 － － － － －

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） － － － － －

連結会計年度中の変動額合計 312,000 312,000 16,944 △125 640,818

平成20年3月31日　残高 3,224,825 1,147,600 △1,219,612 △1,704 3,151,109

 
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算

差額等合計

平成19年3月31日　残高 － 109,818 109,818 174,300 2,794,408

連結会計年度中の変動額      

新株の発行(新株予約権の行使) － － － △84,000 540,000

当期純利益 － － － － 1,803

自己株式の取得 － － － － △125

土地再評価差額金取崩額 － △15,140 △15,140 － －

新株予約権の消却 － － － △90,300 △90,300

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 161 － 161 － 161

連結会計年度中の変動額合計 161 △15,140 △14,979 △174,300 451,539

平成20年3月31日　残高 161 94,677 94,838 － 3,245,947
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  

前連結会計年度

（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度

（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

１．税金等調整前当期純損失 　 △21,785 △3,295

２．減価償却費 　 10,415 40,740

３．減損損失 　 － 25,447

４．貸倒引当金の減少額 　 △9,218 △9,254

５．賞与引当金の増加額（△減少額） 　 616 △5

６．退職給付引当金の減少額 　 △12,788 △13,738

７．受取利息及び受取配当金 　 △525 △2,397

８．長期前払費用償却 　 － 2,500

９．投資事業組合損失(△利益) 　 △1,169 5,548

10．損害賠償金 　 974 975

11．有形固定資産除却損 　 454 1,712

12. 有形固定資産売却益 　 － △1,009

13. 保証債務の増加額 　 32 －

14．売上債権の減少額 　 30,562 23,870

15．たな卸資産の増加額 　 △7,404 △601,327

16．仕入債務の増加額（△減少額） 　 △19,179 115,148

17．未払消費税等の増加額（△減少額） 　 5,448 △7,968

18．未収消費税等の減少額（△増加額） 　 753 △3,531

19．預り保証金の増加額（△減少額） 　 118,770 △1,036

20．その他の資産の増加額 　 △1,701 △16,594

21．その他の負債の増加額（△減少額） 　 36,058 △10,935

小計 　 130,314 △455,151

22．利息及び配当金の受取額 　 465 1,919

23．法人税等の還付額 　 155 102

24．法人税等の支払額 　 △3,115 △3,317

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 127,820 △456,446

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

１．有価証券の取得による支出 　 － △122,200

２．有価証券の売却による収入 　 － 118,974

３．投資有価証券の取得による支出 　 － △40,998

４．有形固定資産の取得による支出 　 △1,137,174 △84,978

５．有形固定資産の売却による収入 　 － 7,570

６．無形固定資産の取得による支出 　 △1,830 △6,415

７．差入保証金の返還による収入 　 52 200

８．差入保証金による支出 　 △2,654 △24,521

９．出資金の返還による収入 　 － 14,190

10．その他の投資による支出 　 △72 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △1,141,678 △138,179

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

１．株式の発行による収入 　 1,579,500 540,000

２．新株予約権証券の発行による収入 　 273,000 －

３．新株予約権証券の消却による支出 　 － △90,300

４．自己株式の取得による支出 　 △107 △125

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 1,852,392 449,574

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額（△減少
額）

　 838,534 △145,051

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 633,686 1,472,220

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１　 1,472,220 1,327,168
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

湖北日本レース㈱、㈱エレナ、㈱ラフィネ及びネス

ティー㈱の４社を連結の範囲に含めております。

１．連結の範囲に関する事項

㈱ラフィネ、日本レース㈱、㈱エレナ及びネスティー

㈱の４社を連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法を適用する関連会社

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法を適用する関連会社

同左

(2）持分法を適用していない関連会社

該当事項はありません。

(2）持分法を適用していない関連会社

同左

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算

日と一致しております。

 なお、株式会社ラフィネ、湖北日本レース株式会社、

株式会社エレナの３社は、連結財務諸表提出会社の連

結決算日に合わせるために、事業年度の変更をしてお

り、事業年度の月数は６ヶ月となっております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算

日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

②　たな卸資産

製品　　　総平均法による原価法

仕掛品　　個別法による原価法

原材料　　移動平均法による原価法

販売用不動産　　個別法による原価法

②　たな卸資産

製品            同左

仕掛品　　　　　同左

原材料　　　　　同左

販売用不動産　　同左
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前連結会計年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く。)については、定額法によってお

ります。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

同左

 主な耐用年数は次の通り

 建物及び構築物 ８～40年 

 機械装置及び運搬具 ３～14年 

 工具器具及び備品 ４～20年 

 主な耐用年数は次の通り

 建物及び構築物 ８～40年 

 機械装置及び運搬具 ２～14年 

 工具器具及び備品 ３～20年 

　

　

　

（会計方針の変更）

　法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律

平成19年３月30日　法律第６号)及び(法人税法施行令の

一部を改正する政令　平成19年３月30日　政令第83

号））に伴い、当連結会計年度から、平成19年４月１日

以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基

づく方法に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益

及び経常利益はそれぞれ5,179千円減少し、税金等調整前

当期純損失は5,179千円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響額は、当該箇所に記

載しております。

（追加情報）

　当連結会計年度から、平成19年３月31日以前に取得し

たものについては、償却可能限度額まで償却が終了した

翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

　当該変更に伴う損益に与える影響は、営業利益及び経

常利益はそれぞれ1,356千円減少し、税金等調整前当期純

損失は1,356千円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響額は、当該箇所に記

載しております。

②無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づいて償却

しております。

②無形固定資産

同左

　　　　　　　

 

EDINET提出書類

エコナック株式会社(E00576)

有価証券報告書

32/69



前連結会計年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績繰入率により、貸倒懸念債権及び破産

債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績繰入率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。

②　賞与引当金

同左

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産に基づき、

当連結会計年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

③　退職給付引当金

同左

(4）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(4）重要なリース取引の処理方法

同左

(5）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

(5）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

同左

なお、連結子会社のうち株式会社エレナは免税事

業者であります。

　

　

②　連結納税制度の適用

当連結会計年度から連結納税制度を適用してお

ります。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引出可能な預金及び取得日から３ヶ月

以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない短期的な投資からなっております。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) ──────

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委

員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号)を適

用しております。

  これまでの資本の部の合計に相当する金額は2,620,108千

円であります。

  なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の

連結財務諸表規則により作成しております。

  

 

 

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結損益計算書関係） 　　　　　　　　　　 ──────

前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示

しておりました「有償見本」は、営業外収益の総額の100分

の10を超えておりましたので、その重要性に鑑み、当連結会

計期間より区分掲記しております。

なお、前連結会計期間における「有償見本」の金額は5,330

千円であります。

前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示

しておりました「有償見本費用」は、営業外費用の総額の

100分の10を超えておりましたので、その重要性に鑑み、当

連結会計期間より区分掲記しております。

なお、前連結会計期間における「有償見本費用」の金額は

2,154千円であります。

 

　　　　　　　　　　 ────── （キャッシュ・フロー計算書）

営業活動によるキャッシュ・フローの「保証債務の増加額

(△減少額）」は、当連結会計年度において金額的重要性が

乏しくなったため「その他の負債の増加額(△減少額）」に

含めて表示しております。

なお、当連結会計年度の「その他の負債の増加額(△減少

額）」に含まれている「保証債務の増加額(△減少額）」

は、△43千円であります。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１．有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

366,991千円であります。
※１．有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

285,125千円であります。
※２．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の
一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律
第24号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、
再評価差額から再評価に係る繰延税金負債を控除

した金額を土地再評価差額金として純資産の部に

計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３
月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める
固定資産税評価額に、合理的な調整を行って算定

する方法。

再評価を行った年月日　　　　平成11年３月31日
再評価を行った土地の連結会計年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額  △74,711千円

※２．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公
布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の
一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律
第24号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、
再評価差額から再評価に係る繰延税金負債を控除

した金額を土地再評価差額金として純資産の部に

計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３
月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める
固定資産税評価額に、合理的な調整を行って算定

する方法。

再評価を行った年月日　　　　平成11年３月31日
再評価を行った土地の連結会計年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額  △76,091千円
　３．受取手形裏書譲渡高は27,842千円であります。 　３．受取手形裏書譲渡高は 16,316千円であります。
※４．連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会

計年度末残高に含まれております。

　受取手形　　　　　　　　　　　　2,432千円

 ※４．　　　　　 ──────

 

　

　

※５．建物及び構築物のうち、遊休資産が648千円含まれ
ております。

※５．建物及び構築物のうち、遊休資産が16,848千円含ま
れております。

※６．土地のうち、遊休資産が14,758千円含まれておりま
す。

※６．土地のうち、遊休資産が152,578千円含まれておりま
す。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

１．給料手当       96,265千円

２．役員報酬 60,135

３．諸会費・手数料 64,424

４．厚生費 33,355

５．退職給付引当金繰入額 4,732

６．賞与引当金繰入額 5,855

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

１．給料手当   115,621千円

２．役員報酬 63,520

３．諸会費・手数料 64,504

４．厚生費 37,057

５．退職給付引当金繰入額 3,877

６．賞与引当金繰入額 5,849

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

  該当事項はありません。

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

 同左

※３．使用不能となった建物及び構築物、機械装置及び運

搬具、工具器具及び備品を除却したものでありま

す。

※３．　　　　　　　　　同左

※４．ネスティー㈱に対する訴訟の判決による損害賠償

金であります。　　　　　　

※４．㈱ラフィネにおける原材料の賠償金及びネス

ティー㈱に対する訴訟の判決による損害賠償金で

あります。

※５．            ────── ※５．滋賀県大津市堅田の賃貸借契約解約により発生し

た移転費用であります。

※６．            ────── ※６．湖北工場の閉鎖に伴い発生した費用であります。

※７．            ────── ※７．減損損失

滋賀県東浅井郡湖北町の土地について減損損失を

計上しております。

当社事業グループにおいて、事業の種類別セグメン

トによるグルーピングを行い、繊維事業における予

想しえない市況の変化に伴う業況の低下により同

事業部における資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失25,447千

円として特別損失に計上したものであります。

なお、回収可能価額は鑑定評価額をもとにした賞味

売却価額により測定しております。　　
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　(注)１ 55,477,466 11,700,000 － 67,177,466

合計 55,477,466 11,700,000 － 67,177,466

自己株式     

普通株式　(注)２ 22,289 622 － 22,911

合計 22,289 622 － 22,911

(注)１．当連結会計年度増加株式数は、平成18年9月7日開催の取締役会決議による第三者割当による新株式の

発行及び新株予約権の行使によるものであります。

２．自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

第１回新株予約権　　　

 (注)１,２
普通株式 － 13,000,000 4,700,000 8,300,000 174,300

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － 13,000,000 4,700,000 8,300,000 174,300

(注)１．新株予約権の目的となる株式の数の当連結会計年度増加は、平成18年9月7日開催の取締役会決議

による新株予約権の発行によるものであり、減少は新株予約権の権利行使によるものであります。

２．上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。

３．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　(注)１ 67,177,466 4,000,000 － 71,177,466

合計 67,177,466 4,000,000 － 71,177,466

自己株式     

普通株式　(注)２ 22,911 952 － 23,863

合計 22,911 952 － 23,863

(注)１．当連結会計年度増加株式数は、平成18年9月7日開催の取締役会決議により発行した新株予約権の行使

によるものであります。

２．自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．新株予約権に関する事項
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区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

第１回新株予約権　　　

 (注)１
普通株式 8,300,000 － 8,300,000 － －

連結子会社 － － － － － － －

合計 － 8,300,000 － 8,300,000 － －

(注)１．新株予約権の目的となる株式の数の当連結会計年度減少は、平成18年9月7日開催の取締役会決議に

より発行した新株予約権の権利行使4,000,000株及び新株予約権の消却4,300,000株によるものでありま

す。

　

３．配当に関する事項

　　該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定      1,472,220千円

現金及び現金同等物 1,472,220

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,327,168千円

現金及び現金同等物 1,327,168

（リース取引関係）

前連結会計年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

リース取引は重要性が乏しいため、注記を省略してお

ります。

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

同左

（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

取得原価
（千円）

連結貸借対照
表計上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

連結貸借対照
表計上額
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

株式 － － － 40,998 41,160 161

小計 － － － 40,998 41,160 161

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

株式 － － － － － －

小計 － － － － － －

合計 － － － 40,998 41,160 161

２．売却したその他有価証券

区分
前連結会計年度

（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

売却額　　　　　（千円） ― 121,800

売却益の合計額　（千円） ― ―

売却損の合計額　（千円） ― 3,225

３．時価評価されていない有価証券

区分

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券   

非上場株式 873 873

投資事業有限責任組合への出資 49,795 30,057

合計 50,669 30,931
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（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成

20年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

①　退職給付債務（千円） △71,338 △75,048

②　年金資産（千円） 46,293 63,741

③　未積立退職給付債務（千円） △25,044 △11,306

④　会計基準変更時差異（千円） － －

⑤　退職給付引当金（千円） △25,044 △11,306

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

退職給付費用（千円） 4,732 3,877

①　勤務費用（千円） 4,732 3,877

②　会計基準変更時差異の費用処理額

（千円）
－ －

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　会計基準変更時差異の処理年数は、５年であります。

５．簡便法を採用しております。

（ストック・オプション等関係）

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）において付与したストック・オプションは、あり

ません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産） 千円

退職給付引当金 10,143

貸倒引当金 26,032

その他 5,457

繰越欠損金 458,475

繰延税金資産小計 500,109

評価性引当額 △500,109

繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）  

連結会社資産評価差額 △1,743

繰延税金負債合計 △1,743

繰延税金負債の純額 △1,743

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産） 千円

退職給付引当金 4,579

貸倒引当金 27,423

その他 6,863

繰越欠損金 435,656

繰延税金資産小計 474,523

評価性引当額 △474,523

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

 千円

流動負債－繰延税金負債 △1,743

　

　  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

の差異については、税金等調整前当期純損失が計上さ

れているため記載しておりません。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　　　　　　　　　同左
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】
前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

 レース
（千円）

化粧品
（千円）

不動産
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       
売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 294,802 324,658 888,148 1,507,608 － 1,507,608
(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 294,802 324,658 888,148 1,507,608 － 1,507,608
営業費用 295,844 298,897 726,472 1,321,214 208,183 1,529,397
営業利益（又は営業損失） (1,042) 25,760 161,675 186,393 (208,183) (21,789)

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的
支出

      

資産 422,096 218,442 1,098,956 1,739,495 1,406,191 3,145,686
減価償却費 3,848 3,481 1,653 8,983 1,432 10,415
資本的支出 14,765 5,459 1,099,274 1,119,500 3,754 1,123,254

（注）１．事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。
なお、不動産部門を設立し駐車場の運営を始め、テナントの賃貸、不動産売買・仲介を行っておりますので、当
連結会計年度より「不動産」として区分しております。

２．各事業の主な製品
(1）レース：エンブロイダリーレース
(2）化粧品：基礎化粧品、医薬部外品、化粧品雑貨
(3）不動産：テナントビルの賃貸、不動産の売買・仲介、駐車場の運営(時間貸し)

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（208,183千円）の主なものは、当社本社の総
務部門等管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産(1,406,191千円）の主なものは、当社での管理部門に係る資産
であります。

５．上記の金額には、消費税等が含まれておりません。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

 繊維
（千円）

化粧品
（千円）

不動産
（千円）

インター
ネット販
売

（千円）

計
（千円）

消去又は
全社（千
円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        
売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 164,744 383,280 822,548 170,795 1,541,368 － 1,541,368
(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － － － －

計 164,744 383,280 822,548 170,795 1,541,368 － 1,541,368
営業費用 197,805 423,104 509,188 193,394 1,323,492 188,929 1,512,421
営業利益（又は営業損失） (33,060) (39,824) 313,359 (22,599) 217,875 (188,929) 28,946

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的
支出

       

資産 191,274 280,006 1,701,276 14,192 2,186,749 1,494,720 3,681,470
減価償却費 4,884 27,232 3,284 3,210 38,612 2,128 40,740
資本的支出 1,319 140,494 478 4,058 146,350 9,175 155,526

（注）１．事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。
なお、前連結会計年度まで「レース」と表示しておりましたが、内部管理上の呼称が「繊維事業部」となりま
したので「繊維」として表示しております。
また、当連結会計年度から㈱エレナにおいてインターネット販売を始めましたので「インターネット販売」と
して区分掲記しております。

２．各事業の主な製品
(1）繊維：エンブロイダリーレース
(2）化粧品：基礎化粧品、医薬部外品、化粧品雑貨
(3）不動産：テナントビルの賃貸、不動産の売買・仲介、駐車場の運営(時間貸し)
(4）インターネット販売：家電製品等

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（188,929千円）の主なものは、当社本社の管
理部門に係る費用であります。

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産(1,494,720千円）の主なものは、当社での管理部門に係る資産
であります。

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(２）の（会計方針の変更）に記載のとおり、法人税
法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降取得した有形固定資産について、改正後の法人税
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法に基づく減価償却の方法に変更しております。この結果、従来の方法によった場合に比べて、「繊維」９千円、
「化粧品」2,373千円、「不動産」245千円、「インターネット販売」214千円及び「消去又は全社」で４千円営
業費用が増加し、営業利益は同額減少しております。
「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(２）の（会計方針の変更）に記載のとおり、法人税
法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法
の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価
額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この結果、従来の方法によっ
た場合に比べて、「繊維」215千円、「化粧品」52千円及び「消去又は全社」で235千円営業費用が増加し、営業
利益は同額減少しております。

６．上記の金額には、消費税等が含まれておりません。

【所在地別セグメント情報】
前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３
月31日）
本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】
前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３
月31日）
海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１.親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金

(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
(千円)

役員の兼
任等
（人）

事業上の
関係

主要株主　
(法人等) ㈱トーテム

東京都
港区

30,000 ビル管理
業 

(被所有）
11.24 － －

不動産業務
報酬

4,761 － －

 
㈱ケプラム

東京都
新宿区

10,000 不動産業
 

(被所有）
7.44 －

駐車場の
経営受託
先

駐車場施設
使用料

10,500 前渡金 1,575

㈱広共
東京都
千代田区

80,000 貸ビル業
 

(被所有）
1.66 － －

事業用固定
資産の購入

1,098,950 － －

２.兄弟会社等

属性 会社等の名称 住所
資本金又は
出資金

(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内
容

取引金額
(千円)

科目
期末残高

(千円)
役員の兼
任等
（人）

事業上
の関係

主要株主
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社

(有)久留米興産 東京都
千代田区

5,000 不動産業 － － － 
販売用
不動産
購入 

651,956 － －

（注）１.上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２.上記の取引金額の決定については、不動産鑑定書の鑑定額を参考に決定しております。
 ただし、不動産業務委託報酬の決定については、市場実勢価格を参考に算定した価額にて交渉し、決定してお
ります。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１.親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金

(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
(千円)

役員の兼
任等
（人）

事業上の
関係

主要株主　
(法人等) ㈱トーテム

東京都
港区

30,000 ビル管理
業 

(被所有）
10.66 － －

不動産業務
報酬等

40,646 前渡金 105

 
㈱ケプラム

東京都
新宿区

10,000 不動産業
 

(被所有）
7.05 －

駐車場の
経営受託
先

販売用不動
産購入等

291,350 前渡金 1,575

　

（注）１.上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２.上記の取引金額の決定については、不動産鑑定書の鑑定額を参考に決定しております。
 ただし、不動産業務委託報酬の決定については、市場実勢価格を参考に算定した価額にて交渉し、決定してお
ります。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

１株当たり純資産額     39円02銭

１株当たり当期純損失金額     40銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり純資産額    45 円62銭

１株当たり当期純利益金額       3銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）　１株当たり当期純損失金額又は当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

当期純損失(△）又は当期純利益（千円） △23,976 1,803

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る当期純損失(△）又は当期

純利益（千円）
△23,976 1,803

期中平均株式数（株） 59,769,580 69,744,060

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

第１回新株予約権

(新株予約権の数　1,300個) 

 なお、これらの概要は「第４提出

会社の状況、１株式等の状況（2）

新株予約権等の状況」に記載のと

おりであります。

　　　　 ──────

      （重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　　　　　　　　 ──────

　

（投資有価証券の評価について）

　連結子会社の㈱ラフィネが出資しているヤマノ企業活性

・支援投資事業有限責任組合より平成20年６月16日に計

算書類を受領いたしましたが、事前に報告を受けていた財

政状態よりも悪化していることが判明したため、投資有価

証券の評価を検討した結果、平成21年３月期において投資

事業組合損失2,610千円を営業外費用として計上すること

が見込まれます。

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  1,431,854   1,290,883  

２．受取手形 ※７  57,593   37,962  

３．売掛金 　  102,551   111,846  

４．製品 　  23,773   26,490  

５．販売用不動産 　  －   594,644  

６．関係会社短期貸付金 　  12,000   59,000  

７．前渡金 　  1,680   7,680  

８．前払費用 　  2,843   2,924  

９．未収入金 　  2,756   7,827  

10．その他 　  708   6,094  

11．貸倒引当金 　  △5,657   △2,882  

流動資産合計 　  1,630,104 52.6  2,142,469 57.5

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物 ※４ 247,775   248,273   

減価償却累計額 　 168,809 78,966  175,408 72,865  

(2）構築物 ※４　 23,754   23,754   

減価償却累計額 　 22,336 1,418  22,568 1,185  

(3）機械及び装置 　 123,039   59,972   

減価償却累計額 　 114,887 8,152  22,412 37,559  

(4）車輌運搬具 　 5,045   2,231   

減価償却累計額 　 3,470 1,574  1,398 833  

(5）工具器具及び備品 　 32,133   18,785   

減価償却累計額 　 26,549 5,584  15,272 3,513  

(6）土地 ※５  1,272,581   1,247,134  

(7）建設仮勘定 　  15,750   －  

有形固定資産合計 　  1,384,027 44.7  1,363,092 36.6

２．無形固定資産 　       

(1）電話加入権 　  1,920   1,776  

(2）ソフトウェア 　  1,938   1,396  

無形固定資産合計 　  3,859 0.1  3,172 0.1

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  873   873  

(2）関係会社株式 　  43,219   125,219  

(3）関係会社長期貸付金 　  24,000   60,000  

(4）破産更生債権等 ※１  59,883   59,225  

(5）差入保証金 　  11,960   27,455  

(6）その他 　  48   2,817  

(7）貸倒引当金 　  △59,957   △59,381  

投資その他の資産合計 　  80,027 2.6  216,210 5.8

固定資産合計 　  1,467,914 47.4  1,582,475 42.5

資産合計 　  3,098,018 100.0  3,724,944 100.0
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  前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 ※１  44,102   178,348  

２．未払金 　  6,711   6,779  

３．未払費用 　  9,163   9,632  

４．未払法人税等 　  9,758   30,909  

５．未払消費税等 　  5,966   －  

６．前受金 　  12,285   12,907  

７．前受収益 　  4,410   －  

８．賞与引当金 　  5,638   5,849  

９．保証債務 　  86   42  

10．その他 　  1,299   1,228  

流動負債合計 　  99,423 3.2  245,698 6.6

        

Ⅱ　固定負債 　       

１．退職給付引当金 　  25,044   11,306  
２．再評価に係る繰延税金
負債 ※２  74,750   64,444  

３．長期預り金 　  118,560   117,524  

固定負債合計 　  218,355 7.0  193,274 5.2

負債合計 　  317,778 10.3  438,973 11.8

        

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  2,912,825 94.0  3,224,825 86.6
２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 835,600   1,147,600   

資本剰余金合計 　  835,600 27.0  1,147,600 30.8
３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 △1,250,724   △1,179,427   

利益剰余金合計 　  △1,250,724 △40.4  △1,179,427 △31.7
４．自己株式 　  △1,579 △0.0  △1,704 △0.0
株主資本合計 　  2,496,122 80.6  3,191,294 85.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．土地再評価差額金 ※２  109,818 3.5  94,677 2.5
評価・換算差額等合計 　  109,818 3.5  94,677 2.5

Ⅲ　新株予約権 　  174,300 5.6  －  

純資産合計 　  2,780,240 89.7  3,285,971 88.2

負債純資産合計 　  3,098,018 100.0  3,724,944 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当事業年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１．製品売上高 ※１　 618,564   543,502   

２．不動産事業収益 　 888,148 1,506,712 100.0 630,788 1,174,291 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．製品売上原価 　       

　(1) 製品期首たな卸高 　 21,438   23,773   

　(2) 当期製品仕入高 ※１　 489,070   460,818   

　　　合計 　 510,509   484,592   

　(3) 製品他勘定振替高 ※２　 5,469   6,011   

　(4) 製品期末たな卸高 　 23,773   26,490   

２．不動産事業原価 　 719,055 1,200,321 79.7 340,410 792,501 67.5

売上総利益 　  306,391 20.3  381,790 32.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．給料手当 　 63,109   69,349   

２．役員報酬 　 57,300   50,850   

３．退職給付引当金繰入額 　 4,114   3,091   

４．賞与引当金繰入額 　 5,638   7,906   

５．賃借料 　 20,862   18,750   

６．諸会費・手数料 　 53,384   47,357   

７．厚生費 　 24,499   22,733   

８．減価償却費 　 2,836   4,304   

９．貸倒引当金繰入額 　 －   869   

10．その他 　 59,756 291,502 19.3 57,459 282,672 24.1

営業利益 　  14,888 1.0  99,117 8.4
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前事業年度

（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当事業年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 ※１　 788   5,475   

２．受取配当金 　 115   110   

３．仕入割引 　 1,104   609   

４．固定資産賃貸料 ※１　 12,000   21,510   

５．受取手数料 ※１　 2,640   3,420   

６．雑収入 　 1,917 18,565 1.2 2,768 33,894 2.9

Ⅴ　営業外費用 　       

１．貸付資産関連費 ※３　 12,728   31,063   

２．株式交付費 　 17,269   5,984   

３．雑損失 　 196 30,195 2.0 253 37,300 3.2

経常利益 　  3,258 0.2  95,711 8.2

Ⅵ　特別利益 　       

１．貸倒引当金戻入益 　 8,418   3,194   

２．固定資産売却益 　 －   1,009   

３．受取保険金 　 － 8,418 0.6 190 4,394 0.4

Ⅶ　特別損失 　       

１．減損損失 ※６　 －   25,447   

２．事業所移転損失 ※４　 1,911   3,389   

３．固定資産除却損 ※５ 454   1,160   

４．固定資産売却損 　 －   103   

５．その他 　 － 2,365 0.2 106 30,206 2.6

税引前当期純利益 　  9,311 0.6  69,899 6.0

法人税、住民税及び事業
税

　 　 3,148 0.2 6,377  0.5

個別帰属法人税額 　 　 － － 17,671  1.5

法人税等調整額 　  － － △10,306 △13,743 △0.9

当期純利益 　  6,163 0.4  56,156 4.8
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不動産事業原価明細書

 
前事業年度

（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当事業年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

区分 金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　販売用不動産売上原価     

当期仕入高 668,625  900,525  

期首販売用不動産たな卸高 －  －  

期末販売用不動産たな卸高 －  594,644  

販売用不動産売上原価 668,625 93.0 305,880 89.9

Ⅱ　駐車場管理費用 12,856 1.8 21,070 6.2

Ⅲ　不動産賃貸料原価 34,749 4.8 9,489 2.8

Ⅳ　その他経費 2,824 0.4 3,969 1.2

不動産事業原価 719,055 100.0 340,410 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           (千円)　

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日　残高 2,070,225 － △1,256,887 △1,471 811,866

事業年度中の変動額      

新株の発行(第三者割当増資) 476,000 469,000 － － 945,000

新株の発行(新株予約権の行使) 366,600 366,600 － － 733,200

当期純利益 － － 6,163 － 6,163

自己株式の取得 － － － △107 △107

新株予約権の発行 － － － － －

事業年度中の変動額合計 842,600 835,600 6,163 △107 1,684,256

平成19年３月31日　残高 2,912,825 835,600 △1,250,724 △1,579 2,496,122

 
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
土地再評価差額金

平成18年３月31日　残高 109,818 － 921,684

事業年度中の変動額    

新株の発行(第三者割当増資) － － 945,000

新株の発行(新株予約権の行使) － △98,700 634,500

当期純利益 － － 6,163

自己株式の取得 － － △107

新株予約権の発行 － 273,000 273,000

事業年度中の変動額合計 － 174,300 1,858,556

平成19年３月31日　残高 109,818 174,300 2,780,240

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　             (千円)　

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年３月31日　残高 2,912,825 835,600 △1,250,724 △1,579 2,496,122

事業年度中の変動額      

新株の発行(新株予約権の行使) 312,000 312,000 － － 624,000

当期純利益 － － 56,156 － 56,156

自己株式の取得 － － － △125 △125

土地再評価差額金取崩額 － － 15,140 － 15,140

新株予約権の消却 － － － － －

事業年度中の変動額合計 312,000 312,000 71,297 △125 695,171

平成20年３月31日　残高 3,224,825 1,147,600 △1,179,427 △1,704 3,191,294

 
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
土地再評価差額金

平成19年３月31日　残高 109,818 174,300 2,780,240

事業年度中の変動額    

新株の発行(新株予約権の行使) － △84,000 540,000

当期純利益 － － 56,156

自己株式の取得 － － △125

土地再評価差額金取崩額 △15,140 － －

新株予約権の消却 － △90,300 △90,300

事業年度中の変動額合計 △15,140 △174,300 505,730

平成20年３月31日　残高 94,677 － 3,285,971
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重要な会計方針

前事業年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当事業年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式　　　　移動平均法による原価法

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式　　　　 同左

その他有価証券

時価のないもの　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のないもの　 同左

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品　　　　　　　総平均法による原価法

販売用不動産　　　 個別法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品　　　　　　　 同左

販売用不動産　　　 同左

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く。)については、定額法によってお

ります。

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

　

 主な耐用年数は次の通り

建物及び構築物 ８年から40年

機械装置及び運搬具 ３年から14年

工具器具及び備品 ４年から20年

　

　 　

　 　

　 　

　

　

　

（会計方針の変更）

　法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律

平成19年３月30日　法律第６号)及び(法人税法施行令の

一部を改正する政令　平成19年３月30日　政令第83

号））に伴い、当事業年度から、平成19年４月１日以降

に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益

は20千円減少し、経常利益及び税金等調整前当期純利益

は、それぞれ2,352千円減少しております。

（追加情報）

　当事業年度から、平成19年３月31日以前に取得したも

のについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年

から５年間で均等償却する方法によっております。

　当該変更に伴う損益に与える影響は、営業利益は451千

円減少し、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、そ

れぞれ1,303千円減少しております。

(2）無形固定資産

定額法

自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づいて償却しておりま

す。

(2）無形固定資産

同左
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前事業年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当事業年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

４．繰延資産の処理方法

 株式交付費　　　　支出時に全額費用処理

４．繰延資産の処理方法

 株式交付費　　　　同左

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績繰入率により、貸倒懸念債権及び破産債

権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績繰入率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退職給付債務及び

年金資産に基づき、当期末において発生していると

認められる額を計上しております。

(3）退職給付引当金

同左

６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

６．リース取引の処理方法

同左

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

同左

 　　　　　　　　　 ────── （2）連結納税制度の適用

　当事業年度から連結納税制度を適用しておりま

す。

会計方針の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)  　　　　　　　　　 ──────

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会　

平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。

  これまでの資本の部の合計に相当する金額は2,605,940千

円であります。

  なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりであります。

破産債権、再生債権、更生債権

その他これらに準ずる債権
     57,404千円

未収入金      167千円

買掛金      20,666千円

前受収益     4,410千円

※１．関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりであります。

破産更生債権等  57,404千円

買掛金        38,391千円

※２．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律

第24号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

再評価差額から再評価に係る繰延税金負債を控除

した金額を土地再評価差額金として純資産の部に

計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める

固定資産税評価額に、合理的な調整を行って算定

する方法。

再評価を行った年月日　　　　平成11年３月31日

※２．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律

第24号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

再評価差額から再評価に係る繰延税金負債を控除

した金額を土地再評価差額金として純資産の部に

計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める

固定資産税評価額に、合理的な調整を行って算定

する方法。

再評価を行った年月日　　　　平成11年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額       △74,711千円

再評価を行った土地の期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額   △76,091千円

　３．受取手形裏書譲渡高  27,842千円 　３．受取手形裏書譲渡高 16,316千円

※４．建物のうち遊休資産が582千円、構築物のうち遊休

資産が65千円含まれております。

※４．建物のうち遊休資産が15,715千円、構築物のうち遊

休資産が1,132千円含まれております。

※５．土地のうち、遊休資産が14,758千円含まれておりま

す。

※５．土地のうち、遊休資産が152,578千円含まれておりま

す。

　６．再評価差額金には、土地の再評価に関する法律（平

成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年

３月31日公布法律第24号）に基づく事業用の土地

の再評価に伴う純資産の増加額（109,818千円）が

含まれております。

　６．再評価差額金には、土地の再評価に関する法律（平

成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年

３月31日公布法律第24号）に基づく事業用の土地

の再評価に伴う純資産の増加額（94,677千円）が含

まれております。

※７．期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理をしております。

なお、期末日が金融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。

　受取手形　　　　　　　　　2,432千円

※７．　　 ──────
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当事業年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

※１．各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

※１．各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

製品仕入高        280,419千円

固定資産賃貸料 12,000

受取手数料 2,640

受取利息 425

その他 1,457

製品売上高   1,814千円

製品仕入高 324,948

固定資産賃貸料 21,510

受取手数料 3,420

受取利息 3,272

その他 1,300

※２．製品他勘定振替高は

見本費へ         1,305千円

※２．製品他勘定振替高は

見本費へ       4,824千円

※３．貸付資産に対する主な関連費は、次のとおりであり

ます。

損害保険料・固定資産税          1,734千円

減価償却費 2,593

賃借料 8,400

計 12,728

※３．貸付資産に対する主な関連費は、次のとおりであり

ます。

損害保険料・固定資産税      2,541千円

減価償却費 15,736

賃借料 12,785

計 31,063

※４．             ────── ※４．滋賀県大津市堅田の賃貸借契約解約により発生し

た移転費用であります。

※５．使用不能となった建物、構築物、機械及び装置、工具

器具及び備品を除却したものであります。

※５．　　　　　　　同左

※６．             ────── ※６．減損損失

滋賀県東浅井郡湖北町の土地について減損損失を

計上しております。

当社事業グループにおいて、事業の種類別セグメン

トによるグルーピングを行い、繊維事業における予

想しえない市況の変化に伴う業況の低下により同

事業部における資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失25,447千

円として特別損失に計上したものであります。

なお、回収可能価額は鑑定評価額をもとにした賞味

売却価額により測定しております。　　
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 22,289 622 － 22,911

合計 22,289 622 － 22,911

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 22,911 952 － 23,863

合計 22,911 952 － 23,863

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

（リース取引関係）

前事業年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当事業年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

リース取引は重要性が乏しいため、注記を省略してお

ります。

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

同左

（有価証券関係）

　前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月

31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産） 千円

退職給付引当金 10,143

関係会社株式評価損 10,036

貸倒引当金 26,032

その他 4,754

繰越欠損金 429,635

繰延税金資産小計 480,601

評価性引当額 △480,601

繰延税金資産合計 －

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産） 千円

退職給付引当金 4,579

関係会社株式評価損 10,036

貸倒引当金 24,848

その他 2,670

繰越欠損金 418,376

繰延税金資産小計 460,510

評価性引当額 △460,510

繰延税金資産合計 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入され

ない項目

13.7％

住民税均等割等 33.8％

評価性引当金 △54.1％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率

33.8％

　 　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 　　40.5％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入され

ない項目

　　2.2％

住民税均等割等 　　4.2％

評価性引当金 　　　△27.3％

その他 　　 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率

　　19.7％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当事業年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

１株当たり純資産額   38円81銭

１株当たり当期純利益金額     10銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     10銭

１株当たり純資産額   46円18銭

１株当たり当期純利益金額    81銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前事業年度

（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当事業年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 6,163 56,156

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 6,163 56,156

  期中平均株式数（株） 59,769,580 69,744,060

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  －

  当期純利益調整額（千円） － －

  普通株式増加数（株） 1,007,616 －

(うち新株予約権) (1,007,616) （－）　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

　　　  ────── 　　　  ──────

      （重要な後発事象）

 　　　　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第121条の規定により記載を省略して

おります。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 247,775 1,223 724 248,273 175,408 6,694 72,865

構築物 23,754 － － 23,754 22,568 232 1,185

機械及び装置 123,039 49,530 112,597 59,972 22,412 13,702 37,559

車輌運搬具 5,045 － 2,814 2,231 1,398 628 833

工具器具及び備品 32,133 － 13,347 18,785 15,272 1,423 3,513

土地 1,272,581 －
25,447

(25,447)
1,247,134 － － 1,247,134

建設仮勘定 15,750 － 15,750 － － － －

有形固定資産計 1,720,080 50,753
170,681

(25,447)
1,600,152 237,060 22,681 1,363,092

無形固定資産        

電話加入権 － － － 1,776 － － 1,776

ソフトウエア － － － 2,829 1,433 542 1,396

無形固定資産計 － － － 4,605 1,433 542 3,172

長期前払費用 18 5,209 2,714 2,512 － － 2,512

繰延資産        

― － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１．当期増減額のうち主なものは次のとおりです。

機械及び装置　化粧品製造装置 48,914千円

　　　　　　　刺繍レース機 △110,611 

　　　　２．当期償却額は、次のとおり計上しております。

 有形固定資産  無形固定資産   

売上原価 3,183千円 －千円  

販売費及び一般管理費 3,761　 542　  

営業外費用（貸与資産分） 15,736 －  

計 22,681 542  

３．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。

４.「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 65,614 1,067 1,223 3,194 62,264

賞与引当金 5,638 16,962 16,751 － 5,849

　（注）貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 2,212

預金  

当座預金 683

普通預金 1,287,986

計 1,288,670

合計 1,290,883

②　受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱サコ・サイエンス 12,414

吉忠東京ロマン㈱ 4,811

鷹岡㈱ 3,585

㈱三景 3,564

外村㈱ 2,837

その他 10,749

計 37,962

期日別内訳

期日 金額（千円）

平成20年４月満期 1,608

５月満期 9,131

６月満期 9,460

７月満期 9,672

８月満期 8,089

９月以降満期 －

計 37,962

③　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱ライズ・エー 19,404

㈱リマックスジャパン 14,777

㈲リマックス京都販売 11,000

小松和㈱ 4,854

味の素ヘルシーサプライ㈱ 4,339

その他 57,469

計 111,846
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売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ)

─────
(Ａ)＋(Ｂ）

× 100

(Ａ)＋(Ｄ)
─────
２

──────
(Ｂ)

─────
366

102,551 954,780 945,485 111,846 89.4 41.0

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の金額には消費税等が含まれております。

④　製品

品名 金額（千円）

刺繍レース 22,606

 化粧品 3,884

計 26,490

⑤　販売用不動産

品名 金額（千円）

　土地 487,612

  建物 107,031

計 594,644

⑥　買掛金

相手先 金額（千円）

プレミアム・リゾート㈱ 121,000

㈱ラフィネ 32,633

日本レース㈱ 5,758

神奈川レース㈱ 3,106

岡孝㈱ 3,041

その他 12,809

計 178,348
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（３）【その他】

①　決算日後の状況

　特記事項はありません。

②　重要な訴訟事件等

　特記事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日
３月31日

その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めることとします。

株券の種類
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券及び100株

未満の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

取扱場所 大阪市中央区北浜二丁目２番21号

中央三井信託銀行株式会社　大阪支店

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所 中央三井信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

日本証券代行株式会社　本支店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき、印紙税相当額

株券喪失登録に伴う手数料 １．喪失登録　　　１件につき 　9,030円

２．喪失登録株券　１枚につき 　　525円

単元未満株式の買取り  

取扱場所 大阪市中央区北浜二丁目２番21号

中央三井信託銀行株式会社　大阪支店

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所 中央三井信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

日本証券代行株式会社　本支店及び全国各支店

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行います。（ただし、事故その他やむを得ない事由によって

電子公告による公告をすることができない場合は日本経済新聞に掲載しま

す。）

公告掲載ＵＲＬ　http://www.econach.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当会社の単元未満株式を有する株主はその有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使するこ

　とができません。

１．会社法第189条第２項各号に掲げる権利

２．会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

EDINET提出書類

エコナック株式会社(E00576)

有価証券報告書

63/69



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第127期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

平成19年６月28日関東財務局長に提出

(２）半期報告書

　（第128期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

平成19年12月20日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年６月28日

エコナック株式会社   

 取締役会　御中  

 藤井幸雄公認会計士事務所

 
公認会計士　　藤井　幸雄　　印

 公認会計士土岐剛平事務所

 
公認会計士　　土岐　剛平　　印

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエコナック株

式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エコナック

株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　追記情報

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月25日

エコナック株式会社   

 取締役会　御中  

 フロンティア監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤井　幸雄　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 橋口　貢一　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るエコナック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エコ

ナック株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に平成21年３月期において投資事業組合損失2,610千円を営業外費用として計上することが見込まれる

旨の記載がある。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年６月28日

エコナック株式会社   

 取締役会　御中  

 藤井幸雄公認会計士事務所

 
公認会計士　　藤井　幸雄　　印

 公認会計士土岐剛平事務所

 
公認会計士　　土岐　剛平　　印

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエコナック株

式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第127期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の

表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エコナック株式

会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

　追記情報

　「会計方針の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度より貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月25日

エコナック株式会社   

 取締役会　御中  

 フロンティア監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤井　幸雄　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 橋口　貢一　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るエコナック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第128期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エコナック

株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。
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